
A　青梅市地域共生社会推進審議会（R7.4条例設置）
   従前会議体 青梅市地域共生社会推進会議（要綱設置）
 

所掌事項（略）
 市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、答申する。
(1)青梅市福祉総合計画に含まれる各計画の調和に関すること。  
(2)次の計画（地域福祉計画等）の策定および変更に関すること。
（地域福祉計画等…地域福祉計画、重層的支援体制整備事業実施計画、再犯防止推進計画）
(3)地域福祉計画等の円滑な実施に関すること。
 

委員構成 会議構成委員      １５人以内
 ①学識経験者
 ②次に掲げる会議体の代表者※Ｂ～Ｅから１人ずつ
 ③市民      
 ④地域団体の代表者
 ⑤福祉関係者   

B 青梅市成年後見制度利用促進審議会（条例）
●青梅市成年後見制度利用促進基本計画

C 青梅市介護保険運営委員会（条例）
●第９期青梅市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画

D 青梅市障害者計画等審議会（R7.4条例設置）
   従前会議体 青梅市障害者計画等検討委員会（要綱設置）
●第６期青梅市障害者計画 ●第７期青梅市障害福祉計画 ●第３期青梅市障害児福祉計画

E　青梅市こども・子育て会議（R7.4条例改正）
   従前会議体 青梅市子ども・子育て会議
 

●青梅市こども計画（包含する計画：子ども・子育て支援事業計画、次世代育成支援行
動計画、子ども・若者計画、こどもの貧困対策推進計画）
 

所掌事項（基本法…こども基本法、支援法…子ども・子育て支援法）
 次に掲げる事項を所掌する。
(１)市長の諮問に応じ、基本法第10条第２項に規定する市町村こども計画の策定および
 変更に関する事項その他こども施策の推進に関し市長が必要と認める事項について
 調査審議すること。
(２)支援法第72条第１項各号に掲げる事務に関すること。
 

委員構成 会議構成委員      １３人以内（うち女性４割以上目標）
 ①学識経験者           ２人
 ②こどもの保護者（公募）     ２人以内
 ③事業主を代表する者       １人
 ④労働者を代表する者       １人
 ⑤子育て支援に関する事業に関係する者 ７人以内
 

※委員のうちから１名を、青梅市地域共生社会推進審議会委員に選出します。

令和７年度からの青梅市地域福祉総合計画推進体制について
 ※全ての事項は、令和７年２月１０日現在の案の段階です。

「青梅市地域福祉総合計画」は、青梅市地域福祉計画その他青梅市の
福祉に関する計画を包含した計画です。
青梅市地域共生社会推進審議会は、各計画の調和を図ります。
各会議体は、各計画の策定、変更、施策の推進を図ります。
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補足説明

前回第６回会議からの変更点について
 
 令和７年度からの子ども・子育て会議の体制について、
 前回会議からの大きな変更点は以下のとおりです。

１ 所掌事項は、（１）に（３）を統合し、内容に変更はありません。

２ 委員構成は、新規委員として

  ⑥青梅市教育委員会の代表     １人
  ⑦要保護児童対策地域協議会の代表 １人

  を加入し、⑥⑦ともに市職員を充当する考えでありましたが、
  本会議体が市の付属機関であり、「青梅市付属機関等の設置運営に関する
  指針」の「第４項委員の選任」において、「(５)市職員は、原則として委員
  には選任しないものとする。」と規定されていることから、条例審査を進め
  る中で、不適当との結論となりました。
  
  しかし、本会議における委員意見を最大限尊重するため、
  ①学識経験者について、１人から２人に増員し、
  合計１３人以内とすることとしました。

  新規の学識経験者については、青梅市教育委員会をよく理解している方の
  選考について現在検討中です。


